
（平成２２年10月20日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 12 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 13 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 12 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 1753 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年３月          

    私は、20 歳になった昭和 46 年＊月にＡ町で国民年金に加入し、その後、

住所変更手続及び資格切替手続等をきちんと行い国民年金保険料を納付し

てきた。 

    しかし、加入当初の１か月の国民年金保険料が未納とされており、納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は１か月と短期間であるとともに、申立人は申立期間を除く国民年

金加入期間について国民年金保険料をすべて納付し、婚姻後も国民年金に任意

加入していることから、申立人の国民年金保険料の納付意識は高かったものと

認められる。 

また、申立人が、国民年金の加入手続を行った時期は、申立人の前後の手帳

記号番号を持つ任意加入被保険者の資格取得状況から昭和 47 年２月ごろと推

認され、申立期間は過年度納付により保険料の納付が可能な期間である。 

さらに、Ａ町で誕生年月が申立人と同じで 20 歳のときに国民年金の加入手

続を行った者についての申立期間の国民年金保険料は、納付済みとなっている

ことが確認できることから、当時同町では国民年金加入時に保険料の過年度納

付を推奨していたものと推測され、納付意識の高い申立人が加入当初の申立期

間の１か月のみを未納としておくことは不自然であり、申立人も同様に保険料

を過年度納付していたと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



北海道国民年金 事案 1754 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年２月及び同年３月の国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年１月から同年３月まで 

私は、ねんきん特別便により申立期間の国民年金保険料が未納となってい

ることを知ったが、申立期間に係る２か月分の保険料を納付したことを示す、

Ａ町が発行した「国民年金保険料納付記録通知書」を持っている。 

これにより申立期間の国民年金保険料を納付していたことの証明になる

はずなので、申立期間の保険料の納付事実を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、同手帳記号番号払出管理簿により昭和

50 年２月ごろに払い出されたものと推認でき、その時点で、申立期間の国民

年金保険料は現年度納付することが可能である上、申立人は、申立期間を除く、

国民年金の第３号被保険者となるまでの国民年金加入期間の保険料をすべて

納付しており、申立人の保険料の納付意識は高かったものと認められることか

ら、申立期間の保険料を納付しなかったものとは考え難い。 

   また、申立人の所持するＡ町が発行した「国民年金保険料納付記録通知書」

により、申立期間に係る昭和 49 年度の国民年金保険料の納付について、２か

月分の保険料が納付されたことが確認できることから、申立期間の３か月のう

ち、２か月については保険料が納付されたものと認められる。 

   しかしながら、当該通知書及びＡ町の申立人の国民年金被保険者名簿では、

申立人の同被保険者資格の取得日が昭和50年２月26日となっていることから、

申立期間のうち、同年１月については国民年金に未加入であったものと考えら

れ、未加入期間については国民年金保険料の納付書が交付されることはなく、

保険料を納付することはできないため、当該通知書にある申立期間に係る２か



月分の保険料を納付したことを示す記載は、申立期間のうち、同年２月及び同

年３月の保険料が納付されたことを証明したものであると考えられる。 

   また、申立期間のうち、昭和 50 年１月の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 50 年２月及び同年３月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1755 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料（付加保険料を

含む。）については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年 1月から同年３月まで 

私は、高校卒業後、会社に勤めたが家業を手伝うため退職した。昭和 47

年６月ごろ、私の父親が私の国民年金の加入手続を行い、私が結婚するまで

私の両親が国民年金保険料を納付してくれた。結婚後も、自分で国民年金保

険料及び付加保険料の納付を続けた。 

申立期間の国民年金保険料は、私が銀行又は郵便局で納付したはずなので、

付加保険料を含めて申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付

しているとともに、昭和 50 年４月から平成６年４月まで付加保険料を併せて

納付していたことが確認できることから、申立人の保険料の納付意識は高かっ

たものと認められる。 

また、申立期間は３か月と短期間である上、申立人は、当該期間の前後の期

間は国民年金保険料及び付加保険料をすべて納付しており、申立期間当時、生

活状況に特に変化は見当たらないことから、申立人が申立期間のみ保険料及び

付加保険料を納付しなかったものとは考え難い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金 

保険料（付加保険料を含む。）を納付していたものと認められる。 

 



北海道厚生年金 事案 2794 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保

険者資格取得日に係る記録を昭和 26年３月 29日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年３月 29日から同年５月１日まで 

昭和 24年３月にＡ社Ｃ支店に採用され、60年９月に退職するまで継続し

て同社に勤務していたが、同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に転勤した申立期間に

ついて厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、Ａ

社が発行した勤務証明書を保管しているので、申立期間について厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する勤務証明書、及びＡ社が保管する従業員カード（人事記録）

から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（Ａ社Ｃ支店から同社Ｂ支店

に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

一方、当該従業員カード及びＡ社本支店の健康保険厚生年金保険事業所別被

保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）によれば、申立期間を除き、申

立人の転勤に伴う厚生年金保険被保険者資格得喪日は、いずれも人事異動発令

日の 20 日ほど後になっていることが確認できることを踏まえると、当時、同

社では、人事異動発令後一定期間を置いて厚生年金保険の被保険者資格得喪に

係る手続を行っていたものと考えられることから、申立人の申立期間に係る同

社Ｂ支店における厚生年金保険被保険者資格取得日については、人事異動発令



日である昭和 26年３月 15日ではなく、同社Ｃ支店の被保険者名簿で確認でき

る同資格喪失日である同年３月 29日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店に係る昭和

26年５月の社会保険事務所（当時）の記録から判断すると、8,000円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 2795 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ市Ｂ事業所における厚生年金保険被

保険者資格喪失日に係る記録を昭和 60 年４月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を 14万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年３月 31日から同年４月１日まで 

昭和 59 年４月１日からＡ市Ｂ事業所に臨時職員として採用された後、登

用試験に合格して 60 年４月１日から正職員となり、Ａ市職員共済組合員と

なったが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

臨時職員として一緒に採用され、同時に正職員となった同僚が年金記録確

認第三者委員会に申し立て、既に年金記録が訂正されているので、申立期間

について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市が保管するＡ市職員履歴書（人事記録）により、申立人が、申立期間を

含む昭和 59年４月１日から 60年３月 31日までの期間においてＡ市Ｂ事業所

に臨時職員として勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ市Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票により、申立

人が同事業所に採用された前年の昭和 58 年４月に厚生年金保険の被保険者資

格を取得したことが確認できる者 23 人のうち、オンライン記録により、同年

又は翌年にＡ市職員共済組合員となったことが確認できる者５人については、

いずれも、同事業所における厚生年金保険被保険者資格喪失日と同共済組合員

資格取得日が同日となっていることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から



控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ市Ｂ事業所における

昭和 60年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、14万 2,000円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付したか否かについては、

事業主は、「保存年限の経過により、申立期間の関係資料が現存しないことか

ら、不明である。」としているが、これを確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない上、事業主が厚生年金保険被保険者資格喪失日を昭和 60 年４月

１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤

って記録することは考え難いほか、雇用保険の被保険者記録によると、申立人

のＡ市Ｂ事業所における離職日（厚生年金保険被保険者資格喪失日の前日）は、

厚生年金保険の被保険者記録と合致しており、社会保険事務所及び公共職業安

定所の双方が誤って記録したとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の厚生年

金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 2796 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①のうち、昭和 41年５月 25日から 42年１月 25日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得日

に係る記録を 41年５月 25日、同資格喪失日を 42年１月 25日とし、当該期間

に係る標準報酬月額を１万 4,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男    

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 20年生 

        住    所 ：  

                   

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年２月 21日から 42年２月 25日まで 

             ② 昭和 55年６月 21日から 57年２月１日まで 

申立期間①については、Ａ社でＢ職として勤務した。 

申立期間②については、Ｃ社Ｄ営業所でＥ業務担当として勤務した。 

両事業所における厚生年金保険の加入状況について確認したところ、申立

期間の加入記録が無かった。 

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が申立事業所の次に勤務したＦ社が保管する

申立人に係る労働者名簿及び履歴書、並びに申立人のＡ社に入社するに至

った経緯及び業務内容に関する具体的な供述内容から判断すると、申立人

は、申立期間①のうち、昭和 41 年５月 25 日から 42 年１月 24 日までの期

間において同社で勤務していたことが認められる。 

  また、複数の同僚が、「申立期間①当時、Ａ社では、試用期間がなく、入

社と同時に厚生年金保険に加入させていた。」と供述している上、これら同

僚は、本人が記憶する入社時期と厚生年金保険被保険者資格の取得時期が

一致する。 

  さらに、複数の同僚の供述によると、申立期間①当時の当該事業所の従業



員数は、10人から 15人程度であったとしているところ、健康保険厚生年金

保険被保険者原票によると、申立期間①当時の厚生年金保険の被保険者数

は、９人から 15人となっており、従業員数と厚生年金保険の被保険者数が

おおむね一致することから、当時、当該事業所では、従業員全員を厚生年

金保険に加入させていたと推認できる。 

  加えて、申立人が名前を挙げた申立人と年齢の近い同職種の同僚は、入社

と同時に厚生年金保険に加入していることが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間①のうち、昭和 41年５月 25日から 42年１

月 25 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

  また、当該期間の標準報酬月額については、申立人と同職種の同僚の標準

報酬月額の記録から判断すると、１万 4,000円とすることが妥当である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、当該事業所は既に解散しており、事業主に確認することはできない

が、仮に、事業主から申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得届が

提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届を提出する機会があっ

たこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所（当時）が当該

届出を記録していない。これは通常の事務処理では考え難いことから、事

業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 41 年５月から同年 12 月

までの期間に係る厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は当該期間に係る同保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

    一方、申立期間①のうち、昭和 41 年２月 21日から同年５月 24日までの

期間及び 42 年１月 25 日から同年２月 25 日までの期間については、申立人

は、同年３月に定時制高校を卒業と同時に前職のＧ社を退職し、その直後に

Ａ社に入社し、同社を退職すると同時にＦ社に入社したと主張している。 

    しかしながら、Ｆ社が保管する申立人の履歴書によると、申立人のＡ社の

入社時期は、昭和 41 年５月となっている上、Ｆ社が保管する労働者名簿に

よると、申立人の同社の入社日は、昭和 42年２月 13日となっており、申立

人の主張と異なる。 

    また、申立人は、Ａ社に入社した経緯について、昭和 41 年３月にＨ新聞

の求人広告を見て応募したとしているが、同年５月 25 日付けの同新聞に同

社の求人広告が掲載されている上、この求人広告が掲載された時期は、前述

の申立人がＦ社に提出した履歴書に記載されているＡ社の入社時期と一致

している。 

    さらに、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 52年７月 31日に厚生年



金保険の適用事業所でなくなっている上、商業法人登記簿謄本によると、59

年 12 月２日に解散しているほか、当時の事業主は、既に死亡していること

から、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況につ

いて、確認することができない。 

    このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人が所持しているＣ社の昭和 56 年度本社主催

全国年末Ｉ業務大会における「Ｊ表彰状」から判断すると、入社日の特定は

できないものの、申立人が申立期間中に当該事業所でＩ業務員として勤務し

ていたことは認められる。 

  しかしながら、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、昭和 57 年

２月１日に被保険者資格を取得しており、厚生年金保険の被保険者資格取得

日と一致する。 

  また、Ｃ社本社及び申立期間②当時、申立人が所属していた同社Ｄ営業所

長は、厚生年金保険の加入について、いずれも「当時、Ｃ社では、Ｉ業務員

については、入社当初は厚生年金保険に加入させておらず、入社後のＩ業務

成績によって厚生年金保険に加入させるか否か決めていた。このため、Ｉ業

務員の中には、入社してから厚生年金保険に加入するまで、数年間要する者

もいた。」と回答している。 

さらに、Ｃ社本社が保管するＩ業務員の厚生年金保険の記号番号等を記載

した従業員名簿によると、申立人の入社日は、昭和 57 年２月１日入社とな

っており、厚生年金保険の被保険者資格取得日と一致し、事業主が、社会保

険事務所の記録どおりに申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得を届け

出たことが確認できる。 

  加えて、健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間②及びその前

後の期間において、厚生年金保険被保険者資格が確認できる同僚 16 人に照

会したところ、申立人と同職種（Ｉ業務員）の同僚７人から回答を得たが、

これら同僚について、本人が記憶している入社時期と厚生年金保険被保険者

資格の取得時期との関係をみると、いずれも入社と同時に厚生年金保険被保

険者資格を取得しておらず、同被保険者資格の取得は、入社したとする日か

ら、２か月から２年４か月後となっており、これは先述のＣ社本社の回答と

も符合する。 

  このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2797 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格取得日に係る記録を昭和 39 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を２万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年７月１日から 40年７月１日まで 

    昭和 39年７月１日から 45年４月１日まで、Ａ社でＢ専門職として勤務し

た。 

当該事業所における厚生年金保険の加入状況について確認したところ、申

立期間の加入記録が無かった。 

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

     申立人が申立事業所の次に勤務したＣ社発行の身分証明書に記載されてい

る指定事業所職歴欄、同社が保管しているＤ組織交付の「Ｂ専門職審査合格

証」及び同僚の供述から判断すると、申立人が申立期間にＡ社で勤務してい

たことが認められる。 

   また、申立人が当該事業所に入社したとする昭和 39年７月１日より後の同

年８月 27日に関係法令が改正となり、40年７月 21日から、指定事業所には、

Ｄ組織の審査に合格したＢ専門職を置くこととされているところ、健康保険

厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）において、関

係法令改正前に厚生年金保険被保険者資格を取得している同僚のうち、連絡

が取れた申立人と同職種（Ｂ専門職）の同僚４人は、いずれも「当時、Ａ社

では、Ｂ専門職について、試用期間（見習期間）は無く、採用と同時に厚生

年金保険に加入させていた。」と回答している上、これら同僚は、いずれも



本人が入社したとする時期と厚生年金保険被保険者資格の取得時期が一致し

ていることが確認できる。 

   さらに、被保険者名簿において、関係法令改正後に厚生年金保険被保険者

資格を取得している同僚のうち、連絡が取れた申立人と同職種（Ｂ専門職）

の同僚３人は、いずれも「当時、Ａ社では、Ｂ専門職について、Ｄ組織によ

る審査に合格するまでは見習期間とし、厚生年金保険に加入させておらず、

Ｄ組織の審査の合格を条件に本採用となり、厚生年金保険に加入させてい

た。」と回答している上、これら同僚は、いずれもＤ組織の審査に合格した

とする時期と厚生年金保険被保険者資格の取得時期が一致していることが確

認できる。 

   以上の状況から判断すると、当該事業所では、昭和 39年８月の関係法令改

正前にＢ専門職として採用した者については、採用と同時に厚生年金保険に

加入させる取扱いとし、また、関係法令改正後にＢ専門職として採用した者

については、Ｄ組織による審査に合格すると同時に厚生年金保険に加入させ

る取扱いをしていたと考えられる。 

   これらの事実を踏まえて本件をみると、申立人は、前述のとおり、昭和 39

年８月の関係法令改正前に当該事業所にＢ専門職として採用となったと認め

られること、「Ｂ専門職審査合格証」の写しから、関係法令改正直後の同年

10月９日にＤ組織の審査に合格していること、及びその他の周辺事情から総

合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 40年７月の社会

保険事務所（当時）の記録から判断すると、２万 6,000 円とすることが妥当

である。 

    なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保

険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 2798 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申

立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日（昭和 23年３月 31日）及び同

資格取得日（昭和 24年３月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 300

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正８年生 

        住    所 ：  

                  

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年３月 31日から 24年３月１日まで 

昭和 18年３月１日にＡ社に就職し、平成５年６月 29日に退職するまで継

続して同社に勤務した。 

同社における厚生年金保険の加入状況を確認したところ、申立期間につい

て記録が無かった。 

年金記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の長男が、申立人の厚生年金保険被保険 

者記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

     申立人は、社会保険事務所（当時）の記録では、Ａ社本社において昭和21

年11月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、23年３月31日に同資格を

喪失後、24年３月１日に同社本社において再度同資格を取得しており、23年３

月から24年２月までの申立期間の被保険者記録が無い。 

     しかし、Ａ社本社が保管する申立人の人事記録から、申立人が申立期間にお

いて同社に継続して勤務していたことが認められる。 

     また、上記人事記録によると、申立人は、申立期間中の昭和24年１月１日に

一般社員からＢ係長に昇任している上、申立期間の前後において業務内容及び

勤務形態等に変更が無いことが確認できる。 



 さらに、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人がＡ社本社に

おいて厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭和23年３月31日と同日に同社

本社において同被保険者資格を喪失している者が21人（申立人を除く。）確認

できるが、オンライン記録によると、このうち18人が、被保険者資格を喪失し

た翌日の同年４月１日に同社の支店又は出張所において被保険者資格を再取

得しており、申立人と同日に被保険者資格を喪失した同僚のほとんどが、被保

険者資格を喪失した同年３月31日を除き、申立期間において厚生年金保険被保

険者資格が確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における昭和

23年２月の社会保険事務所の記録から、300円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主から申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失届や取得届が提

出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え

難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の

届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和23年３月

から24年２月までの厚生年金保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 2799 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年

金保険被保険者資格取得日に係る記録を昭和 26 年７月１日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を 2,500円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年７月１日から 27年１月１日まで 

昭和 26 年６月末ごろから 27 年４月 14 日まで、Ａ社に勤務し、Ｃ業務を

担当していた。 

 当該事業所における厚生年金保険の加入状況について確認したところ、申

立期間の加入記録が無かった。 

   年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社へ入社するに至った経緯及び入社時期に関する具体的な供述

内容並びに申立人と同時期に当該事業所に入社したとする同僚の供述から判

断すると、申立人は、申立期間に当該事業所で勤務していたことが認められる。 

 また、複数の同僚が、「申立期間当時、Ａ社では試用期間が無く、従業員全

員を採用と同時に厚生年金保険に加入させていた。」と供述している。 

さらに、同僚の一人は、「私と申立人は、昭和 26年６月末、同時期にＡ社に

入社した。私は入社と同時に厚生年金保険に加入した。」と供述している上、

健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、この同僚は、申立人が当該事業

所に入社したとするほぼ同時期の昭和 26 年７月 1 日に厚生年金保険の被保険

者資格を取得していることが確認できる。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与か



ら控除されていたものと認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 27 年１月の社会保険事務

所（当時）の記録から、2,500円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 2800 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社Ｂ事務所における厚生年金保険被保険者資

格取得日に係る記録を昭和 25 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 25年４月１日から同年６月１日まで 

昭和 24 年５月１日にＣ市内にあるＡ社Ｂ事務所に採用になり、仕事がＤ

業務の関係であったため、同社Ｅ支局において厚生年金保険の被保険者資格

取得手続が行われた。 

  昭和 25 年４月１日にＡ社Ｅ支局から同社Ｂ事務所へ異動となったが、同

事務所での厚生年金保険被保険者資格取得が同年６月１日となっており、２

か月の空白がある。 

  申立期間も継続して勤務しており、給料の手取りも変動がなかったので、

厚生年金保険被保険者期間を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の供述、申立人のＡ社における勤務、同僚及び異動時に関する詳細な記

憶等から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（Ａ社Ｅ支局から同社Ｂ

事務所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人は昭和 25 年４月１日と主張しているとこ

ろ、申立人と同様にＡ社Ｅ支局から同社Ｂ事務所に異動（同年６月１日）して

いる同僚が健康保険厚生年金保険被保険者名簿により確認でき、申立人は、当

該同僚について、自身より後に異動してきた旨供述していることから、同年４

月１日とすることが妥当である。 



また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ事務所における昭和 25

年６月の社会保険事務所（当時）の記録から 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 2801 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保険者資格喪失日は平成３年

１月１日であると認められることから、同被保険者資格の喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、22 万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 12月 31日から３年１月１日 

Ａ社Ｂ支店に昭和 61 年４月１日から平成２年 12月 31日まで勤務し、Ｃ

連合会の年金支給義務承継通知（Ｄ厚生年金基金分）においても、厚生年金

基金加入期間が昭和 61 年４月１日から平成３年１月１日となっているのに、

厚生年金保険の被保険者資格喪失日が平成２年12月31日となっているので、

申立期間について厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録、Ａ社清算人から提供された同社の社内報（写

し）及びＣ連合会の年金支給義務承継通知に記載された申立人のＤ厚生年金基

金の加入記録により、申立人は、昭和 61 年４月１日から平成２年 12 月 31 日

まで同社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、上記Ｄ厚生年金基金の加入記録によると、申立人が平成３年１月１日

に同基金加入員資格を喪失していることが確認でき、Ａ社の他支店でＥ業務を

担当していた者は、「厚生年金保険等の被保険者資格喪失の届出は、本部担当

部署から機械印字された複写式の届出書類が送られてきて、退職予定者の記名

押印及び内容を確認した上で、社会保険事務所（当時）等に提出していた。こ

れは他の支店でも同様の扱いとなっているはずであり、私は平成４年からＥ業

務担当であったが、編綴された過去の記録をみても、以前から同様の手続で行

われていた。」と供述している。 



これらを総合的に判断すると、事業主は申立人が平成３年１月１日にＡ社Ｂ

支店における厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務

所に行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る平成２年 11 月の

オンライン記録から、22万円とすることが必要である。 



北海道厚生年金 事案 2802 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち昭和 42 年４月１日から同年９月１日までの厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得日に係る記録を同年

４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17年生 

        住    所  ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 10月１日から 42年９月１日まで 

    昭和 41 年４月に、Ａ社に入社し、半年間は試用期間であったと思うが、

同年 10 月１日に正社員として採用されたので、申立期間について厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人から提出されたＡ社の発令書（写し）によると、申立人は、申立期

間において、同社Ｂ支店Ｃ営業所に勤務していたことが認められる。 

 しかしながら、申立人から提出された家計簿（写し）により、昭和 42 年

12月の賞与の金額が３万 300円であること、また、オンライン記録により、

申立人のＡ社における42年12月の標準報酬月額は３万円であることが確認

でき、Ａ社の後継会社であるＤ社は、「12 月の賞与は、当年の４月から９

月までの正社員としての実績で計算して支給しており、Ａ社の時から変わら

ない。」と回答している。 

また、オンライン記録により、Ａ社Ｂ支店Ｃ営業所で申立期間当時、厚生

年金保険の被保険者記録が確認できる 14人に照会したところ、10人から回

答が得られ、そのうちの５人は「厚生年金保険の加入は正社員のみであっ

た。」と供述するとともに、そのうちの一人は「正社員以外の従業員の賞与

は「寸志」として支給された。」と供述している。 

以上のことから申立人は、昭和 42 年４月からＡ社に正社員として勤務し



ていたと認められ、同月から厚生年金保険に加入していたと考えることが相

当である。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は申立期間のうち昭和 42 年４月１日から同年９月１日までの期間につ

いては、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、昭和 42 年９月の社会保険事

務所（当時）の記録から、３万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ｄ社は「Ａ社は、昭和 63 年３月５日に会社清算結了して

おり、当時のことは資料が無く不明である。」と回答しており、ほかに確認

できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会

保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

２ 一方、申立期間のうち昭和 41年 10月１日から 42年３月 31日までの期間

について、Ｄ社は「Ａ社は、昭和 63 年３月５日に会社清算結了しており、

当時のことは資料が無く不明である。」と回答しており、申立人の当該期間

における勤務の状況及び厚生年金保険の控除に係る事実を確認できない。 

また、申立人から提出された家計簿（写し）により、昭和 42 年７月賞与

の金額が 2,000円であることが確認できるところ、申立人は、「お祭りなの

で寸志として受領した。」と供述しており、その額からも寸志であると認め

られ、Ｄ社は、「７月の賞与は、前年の 10 月から当年３月までの正社員と

しての実績で計算して支給しており、Ａ社の時から変わらない。」と回答し

ていることから当該賞与の算定基準期間である 41年 10月から 42 年３月ま

では申立人は正社員としてＡ社に勤務していたとは認められず、厚生年金保

険の加入は正社員のみであったことを踏まえると、申立人は、当該期間にお

いては厚生年金保険に加入していなかったものと考えることが相当である。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間のうち昭和41年10月１日から42年３月31日までの期間については、

申立人は、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

 



北海道国民年金 事案 1756 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 14 年４月から同年７月までの国民年金保険料については、学

生納付特例により納付猶予されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年４月から同年７月まで 

私は、20 歳の誕生日ごろ、自宅に来た役所の職員から国民年金に加入す

るよう勧められ、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の学生納付特例に係る申請手続を

行った。 

翌年度以降の学生納付特例の申請について、私は当該申請手続が年度ごと

に必要であること、及び申請に期限があることを知らされていなかった上、

案内文書及び役所職員の訪問が無かったため、平成 14 年度は年度初めに当

該手続を行わずにいたところ、母親から確認するように言われたので､私の

誕生日の２週間又は３週間後に同手続を行った。 

ねんきん特別便で申立期間が未納期間であり、社会保険事務所(当時)の回

答で私の申請手続の遅れにより同期間が学生納付特例期間と承認されなか

ったことを知ったが、私は申立期間当時、学生納付特例が承認された翌年度

以降の手続について詳細な説明を受けていなかった。 

私の申立期間に係る学生納付特例申請が遅延した主な原因は、説明責任を

怠った行政側にあり、申立期間が学生納付特例期間と認められないことに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立期間当時の学生納付特例制度では、当該申請のあっ

た日の属する月の前月から学生納付特例期間が承認される規定となっていた

ところ、申立人は、平成 14年度の当該申請について平成 14年の誕生日を２週

間又は３週間過ぎたころに手続を行ったとしており、オンライン記録からも、

申立人は同年＊月＊日に当該申請を行っていることが確認できることから、そ

の前月である同年＊月から学生納付特例期間とされていることに不自然さは



ない。 

また、申立人は、申立期間に係る学生納付特例の申請が遅延したことについ

て認めていることから、当該申請時点で、申立期間が学生納付特例期間となら

なかったことは、制度上問題はないと考えられる。 

しかしながら、申立人は、学生納付特例の申請について毎年度手続が必要で、

それには期限があることの説明は受けておらず、当該申請が遅延した主な原因

は説明責任を怠った行政側にあるとし、記録の訂正を求めているが、申立人に

は、平成 14 年度の国民年金保険料の納付書に、保険料が納付できない場合の

諸手続について説明する書面が同封され、同年度当初に送付されていたものと

考えられることから、行政側が説明責任を怠ったとまでは言い難い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を学生納付特例により納付猶予され

ていたものと認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2803 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録については、

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15年４月１日から 16年４月１日まで 

申立期間は、代表取締役としてＡ社に勤務し、月額 70万円の役員報酬（給

与）を受給していたが、オンライン記録によると、標準報酬月額が９万 8,000

円となっているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人が代表取締役を務めていたＡ社は、平成

15 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、同年４月８日付け

で処理された申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額（当時の最

高額である 62 万円）及び同年９月３日付けで処理された定時決定の標準報酬

月額（62万円）が、16年６月 24日付けでさかのぼって９万 8,000円に減額訂

正されていることが確認できる。 

また、申立人から提出された平成 16 年度市・県民税証明書により、申立期

間のうち平成 15年１月から同年 12月までの期間に係る申立人の給与月額は約

62 万円であり、これに見合う厚生年金保険料が控除されていたことが推認で

きる。 

しかしながら、ⅰ）申立人は、当該事業所のオンライン記録及び商業登記簿

謄本により代表取締役であることが確認できること、ⅱ）申立人は、申立期間

当時、当該事業所が厚生年金保険料を滞納しており、同保険料の滞納による社

会保険事務所（当時）への相談についても申立人自身が行っていたと供述して

いること、ⅲ）オンライン記録によると、当該事業所の厚生年金保険被保険者

６人のうち申立人のみ標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理がされていること、ⅳ）申

立期間当時の従業員５人に照会し、３人から回答が得られたところ、当該事業

所が厚生年金保険料を滞納していた事実を知らなかったことから判断すると、



当時、当該事業所の代表取締役である申立人が、当該標準報酬月額の減額訂正

に係る届出に関与していなかったとは認め難い。 

これらの事実を総合的に判断すると、当時、当該事業所の代表取締役である

申立人が、自らの標準報酬月額の記録訂正に関与しながら、この減額処理が有

効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立人の申立期間にお

ける厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2804 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47年１月９日から同年１月 31日まで 

         ② 昭和 47年２月２日から同年４月 25日まで 

         ③ 昭和 47年 11月 12日から 48年４月 15日まで 

申立期間①はＡ社Ｂ支店（現在は、Ｃ社Ｄ支店)のＥ事務所、申立期間②

はＡ社Ｂ支店のＦ事務所及び申立期間③はＧ社(現在は、Ｈ社)において、季

節労務者として勤務したが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

すべての申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び②について、雇用保険の被保険者記録及び申立人から提出

された雇入契約書から判断すると、申立人は、申立期間①はＡ社Ｂ支店のＥ

事務所に、また、申立期間②は同社同支店のＦ事務所にそれぞれ勤務してい

たことが推認できる。 

 しかしながら、Ｃ社Ｄ支店に対し申立人の申立期間①及び②における勤務

状況及び厚生年金保険の適用状況について照会したところ、「申立期間①及

び②当時の関係資料は保存されておらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保

険の適用等に関しては分からない。」と回答している。 

また、申立期間①及び②において事務所長であったとして申立人が名前

を挙げた上司二人及びオンライン記録により当該事業所において厚生年金

保険の加入記録が確認できる同僚７人の計９人に照会したところ、５人から

回答を得られたが、申立人を記憶している者はおらず、申立人の勤務状況等

について供述を得ることができない上、申立期間①当時の事務所長であった

者は、「申立期間①及び②当時、季節労務者は日雇健康保険に加入させてお



り、厚生年金保険には加入させていなかった。」と供述している。 

さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立

期間①及び②において申立人が厚生年金保険の被保険者資格を取得した記

録は見当たらない。 

２ 申立期間③について、雇用保険の被保険者記録及び申立人から提出された

雇入契約書から判断すると、申立人は申立期間③にＧ社に勤務していたこと

は推認できる。 

しかしながら、Ｈ社に対し申立人の申立期間③における勤務状況及び厚生

年金保険の適用状況について照会したところ、「申立期間③当時の関係資料

は保存されておらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用等に関して

は分からない。」と回答している。 

また、申立人が名前を挙げた当時の事業主は既に死亡していることから、

申立人の申立期間③当時の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について

確認することができない。 

さらに、オンライン記録により当該事業所において厚生年金保険の加入

記録が確認できる同僚６人に照会したところ、４人から回答を得られたが、

申立人を記憶している者はおらず、申立人の勤務状況等について供述を得る

ことができない上、そのうち一人は「申立期間③当時、季節労務者は健康保

険及び雇用保険には加入していたが、厚生年金保険には加入していなかっ

た。」と供述している。 

加えて、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立

期間③において申立人が厚生年金保険の被保険者資格を取得した記録は見

当たらない。 

３ すべての申立期間において、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、

同保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶がない。 

このほか、申立人のすべての申立期間に係る厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



北海道厚生年金 事案 2805 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年７月１日から同年 11月 14日まで 

    昭和 52年７月１日から同年 11月 14日まで、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤

務していた。雇用保険、健康保険及び厚生年金保険に加入し、給与から厚生

年金保険料も控除されていたと思うので、申立期間について厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険被保険者記録から判断すると、申立人が申立期間において

Ａ社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ｂ社に申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況につい

て照会したところ、「当時の資料を保管していないため不明であるが、厚生年

金保険には通年雇用の正社員だけを加入させており、申立人のようにＣ職見習

いで、短期雇用者であれば同保険には加入させていなかったと思う。」と供述

している。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者原票により、当該事業所が厚生年金保

険の適用事業所になった当初及び申立期間当時、同保険の被保険者であったこ

とが確認できる５人に照会し全員から回答が得られたところ、そのうち一人は、

「申立人はＣ職見習いとして私と一緒に勤務した。」と供述しているものの、

他の二人は、「当該事業所における厚生年金保険の適用は通年雇用者だけであ

り、Ｃ職見習い等は同保険に加入していなかったと思う。」と供述している。 

さらに、オンライン記録により、当該事業所において厚生年金保険の被保険

者記録が確認できる６人のうち事務職１人を除く５人の職種について、当該事

業所に照会したところ、全員が通年雇用のＣ職であったと回答しており、前述

の供述を裏付けるものとなっている。 



加えて、当該事業所における健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認した

ところ、申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号にも欠番が無いことから、

申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

その上、申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が

給与から控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2806 

            

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

   住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年４月 26日から同年５月 10日まで 

             ② 昭和 49年１月１日から同年２月１日まで 

             ③ 昭和 56年１月 21日から同年７月１日まで 

 厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申立期間①、②及び③

について加入記録が無い。 

 しかし、昭和 28 年２月１日から平成７年６月末日まで会社は異なってい

るが、途切れなく勤めており、給料が支給されない月は無かった。申立期間

①についてはＡ社に、申立期間②についてはＢ社に、及び申立期間③につい

てはＣ社にそれぞれ勤務していた。 

 厚生年金保険料が控除されていた事実を確認できる資料は無いが、すべて

の申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録により、Ａ社は昭和 49 年２月１日

に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、当時の事業主は

所在が判明しないことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状

況について供述を得ることができない。 

 また、オンライン記録により申立期間①当時にＡ社において厚生年金保険

の被保険者記録のあることが確認でき、かつ、生存及び連絡先が判明した

15 人に照会したところ、このうち申立人を記憶していた二人は、「申立人

の入社日及び厚生年金保険の加入については分からない。」と供述しており、

申立人の同社における入社時期及び厚生年金保険の適用状況等について確

認できない。 

 さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認したところ、



申立人が被保険者資格を取得した日は昭和48年５月10日と記録されており、

同資格取得日が訂正された形跡は無く、申立人の申立期間①に係る厚生年金

保険の加入記録は確認できない。 

 加えて、申立人は、申立期間①についてＡ社における雇用保険の加入記録

が無い。 

 このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

２ 申立期間②について、オンライン記録により、Ｂ社は平成５年６月 29 日

に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、当時の事業主は

既に死亡しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況につい

て供述を得ることができない。 

 また、オンライン記録により申立期間②当時にＢ社において厚生年金保険

の被保険者の記録のあることが確認でき、かつ、生存及び連絡先が判明した

12人に照会したところ、回答が得られた５人は、「申立人については記憶に

ない。」と供述している上、このうち事務全般を担当していたとする一人は、

「Ｂ社では試用期間が１か月ぐらいあったと思う。試用期間中は従業員を社

会保険に加入させていなかった。」と供述している。 

 さらに、オンライン記録により、申立人の厚生年金保険の被保険者資格取

得日である昭和 49 年２月１日と同日に被保険者資格を取得したことが確認

できる５人は、いずれも「申立人の入社日及び厚生年金保険の加入の取扱い

については分からない。」と供述している上、このうちＡ社を退職して、す

ぐにＢ社に転職したとしている一人については、オンライン記録により申立

人と同様に申立期間②に係る厚生年金保険の加入記録が無いことが確認で

きる。 

 加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認したところ、

申立人が被保険者資格を取得した日は昭和 49 年２月１日と記録されており、

同資格取得日が訂正された形跡は無く、申立人の申立期間②に係る厚生年金

保険の加入記録は確認できない。 

 その上、申立人は、申立期間②についてＢ社における雇用保険の加入記録

が無い。 

 このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

３ 申立期間③について、オンライン記録により、申立人が勤務していたとす

るＣ社は昭和 56 年１月 29 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくな

ったことが確認できる上、当時の事業主は既に死亡しており、申立人の勤

務実態及び厚生年金保険の適用状況について供述を得ることができない。 

 また、オンライン記録により当該事業所において昭和 56年１月 29日まで

厚生年金保険の被保険者資格を有していることが確認でき、かつ、生存及び



連絡先が判明した 15 人に照会したところ、回答が得られた５人は、いずれ

も「申立人については記憶にない。」と供述しており、申立人の勤務実態及

び厚生年金保険の適用状況について確認することができない。 

 さらに、申立人は、雇用保険の被保険者記録により、申立期間③について、

Ｃ社とは別の事業所であるＤ社（Ｃ社の役員等が設立した事業所）において

勤務していたことが確認できる上、Ｄ社は、「会社を設立した昭和 55年 12

月 25 日から６か月間は厚生年金保険の適用を受けていなかった。厚生年金

保険の適用を受けていない期間は、従業員の給与から厚生年金保険料を控除

していない。」と回答している。 

 加えて、オンライン記録により、Ｃ社で厚生年金保険の被保険者資格を喪

失して、Ｄ社が同保険の適用事業所となった昭和 56 年７月１日に同社で被

保険者資格を取得したことが確認でき、かつ、生存及び連絡先が判明した４

人に照会したところ、このうち申立人を記憶していた３人は、「Ｄ社はＣ社

の業務をそのまま引き継いでおり、従業員は両社で継続して同じ仕事を担当

していた。」と供述している上、そのうち一人は、「Ｄ社の従業員は、申立

期間③について厚生年金保険に加入していない。」と供述している。 

 その上、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

４ このほか、申立人の申立期間①から③までにおける厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者としてすべての申立期間に係る厚生年金保険

料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2807 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年６月１日から 37年８月 31日まで 

 厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間は脱退手当金を受給

しているため年金額に算入されないとの回答があった。 

 脱退手当金を請求したことも、もらった覚えもないので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険被保険

者資格喪失日の約２か月後の昭和 37年 11月 30日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

 また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2808 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 47年４月１日から 49年４月１日まで 

申立期間は、Ａ市Ｂ区にあるＣ社にアルバイトとして勤務し、Ｄ作業等

に従事していたが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認できな

い。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＣ社における勤務状況に係る供述が具体的であることから判断す

ると、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことは認めら

れる。 

しかしながら、当該事業所に照会したところ、「当時の資料は廃棄済みであ

り、当時から在籍している社員にも確認したものの、申立人の在籍状況等につ

いては分からなかった。」と回答しており、申立人に係る勤務状況及び厚生年

金保険の適用状況について確認することはできなかった。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたと供述する正社員３人につ

いては、申立人が姓しか記憶していないことから、いずれも個人を特定するこ

とできないほか、申立人は、同じアルバイトとして一緒に勤務していた者の氏

名を記憶していないことから、これらの者から申立人に係る勤務状況及び厚生

年金保険の適用状況について確認することはできない。 

さらに、オンライン記録により、申立期間前後に当該事業所で厚生年金保険

の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が判明した女性 11 人に照

会したところ、回答が得られた９人は、いずれも「申立人については知らない。」

と供述しているとともに、これらの者が供述する当時の身分は正社員又は臨時

社員であり、アルバイトとして勤務しながら厚生年金保険に加入していた者は



確認できないほか、このうち二人は、「当時、アルバイト従業員は、社会保険

には加入していないと思う。」と供述している。 

加えて、申立人は、「アルバイトであったため、厚生年金保険料を給与から

控除されることはなかった。」と供述している。 

その上、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票においては、

申立人の氏名は無く、一方、同原票において健康保険の整理番号に欠番が無い

ことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

なお、企業年金連合会に照会したところ、「申立人のＥ厚生年金基金におけ

る加入記録は無い。」と回答しているほか、雇用保険の被保険者記録において

も、申立人の当該事業所における加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2809 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 15年６月１日から 18年３月 31日まで  

申立期間はＡ社に勤務し、約 20万円の給与を支給されていたが、オンラ

イン記録では、申立期間のうち平成 15年６月から 17年８月までの期間の標

準報酬月額が９万 8,000円となっている。 

一方、申立期間のうち平成 17 年９月から 18 年３月までの期間について

は、オンライン記録では、標準報酬月額が 20 万円となっているが、保管し

ている給料明細書を年金事務所に見てもらったところ、「９万 8,000円相当

の厚生年金保険料しか控除されていない。」と言われた。 

申立期間の給料明細書を提出するので、正しい標準報酬月額に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することになる。 

２ 申立期間のうち平成 15年６月から 17年８月までの期間については、申立

人が保管するＡ社の給料明細書に記載された給与支給額（平成 15 年６月は

21 万 7,840 円、同年７月は 19 万 4,515 円、同年８月は 18 万 8,663 円、同

年９月は 20万 4,315円、同年 10月は 21万 7,707円、同年 11月は 17万 4,698

円、同年 12月は 18万 1,863円、16年１月は 18万 7,420円、同年２月は 18



万 8,297円、同年３月は 22万 4,055円、同年４月は 20万 5,920円、同年５

月は 18万 8,663円、同年６月は 21万 6,743円、同年７月は 22万 1,498円、

同年８月は 19 万 9,636 円、同年９月は 19 万 8,023 円、同年 10 月は 20 万

5,920円、同年 11月は 19万 6,560円、同年 12月は 18万 7,200円、17年１

月は 17万 8,937円、同年２月は 18万 8,297円、同年３月は 21万 6,377円、

同年４月は 20万 7,017円、同年５月は 18万 7,200円、同年６月は 22万 2,229

円、同年７月は 21万 2,869円、同年８月は 20万 9,212円）に見合う標準報

酬月額（平成 15 年６月は 22 万円、同年７月及び同年８月は 19 万円、同年

９月は 20 万円、同年 10 月は 22 万円、同年 11 月は 17 万円、同年 12 月は

18 万円、16 年１月及び同年２月は 19 万円、同年３月は 22 万円、同年４月

は 20 万円、同年５月は 19 万円、同年６月及び同年７月は 22 万円、同年８

月から 11月までは 20万円、同年 12月は 19万円、17年１月は 18万円、同

年２月は 19万円、同年３月は 22万円、同年４月は 20万円、同年５月は 19

万円、同年６月及び同年７月は 22万円、同年８月は 20万円）は、オンライ

ン記録により確認できる標準報酬月額（９万 8,000円）よりもいずれも高額

であるものの、当該給料明細書により、当該期間において事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額（平成 15年６月から 16年９月まで

は 6,654円、同年 10月から 17年８月までは 6,828円）を当時の被保険者負

担厚生年金保険料率（平成 15年６月から 16年９月までは 1,000分の 67.9、

同年 10月から 17年８月までは 1,000分の 69.67）で除して求められる報酬

月額（平成 15年６月から 16年９月までは９万 7,997円、同年 10月から 17

年８月までは９万 8,005円）に見合う標準報酬月額（９万 8,000円）は、オ

ンライン記録により確認できる標準報酬月額とすべて合致していることか

ら、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

３ 申立期間のうち平成 17年９月から 18年３月までの期間については、オン

ライン記録によれば、申立人の当該期間における厚生年金保険の標準報酬月

額は、当初、９万 8,000円と記録されていたところ、18年３月 30日付けで、

17年９月１日にさかのぼって 20万円に増額訂正されていることが確認でき

る。 

一方、当該期間のうち平成 18年３月については、申立人が保管するＡ社

の給料明細書に記載された給与支給額（22 万 5,624 円）に見合う標準報酬

月額（22 万円）は、オンライン記録により確認できる当該訂正後の標準報

酬月額（20 万円）よりも高額であるものの、当該給料明細書により、同月

において事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額（7,001

円）を当時の被保険者負担厚生年金保険料率（1,000 分の 71.44）で除して

求められる報酬月額（９万 7,998 円）に見合う標準報酬月額（９万 8,000

円）は、当該訂正後の標準報酬月額よりも低額である一方で、当該訂正前の

標準報酬月額とは合致しているほか、当該期間のうち 17年９月から 18年２



月までの期間については、当該給料明細書に記載された給与支給額（平成

17年９月は 19万 6,926円、同年 10月は 20万 5,920円、同年 11月は 19万

7,292円、同年 12月は 18万 7,200円、18 年１月は 17万 7,840 円、同年２

月は 20万 6,104円）に見合う標準報酬月額（平成 17年９月から同年 11月

までは 20万円、同年 12月は 19万円、18年１月は 18万円、同年２月は 20

万円）は、オンライン記録により確認できる当該訂正後の標準報酬月額（20

万円）と合致するか又はこれより低額である上、当該給料明細書により、当

該期間において事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

（7,001 円）を当時の被保険者負担厚生年金保険料率（1,000 分の 71.44）

で除して求められる報酬月額（９万 7,998円）に見合う標準報酬月額（９万

8,000円）は、当該訂正後の標準報酬月額よりも低額である一方で、当該訂

正前の標準報酬月額とはすべて合致していることから、いずれも、特例法に

よる保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

４ Ａ社に照会したところ、「申立人が入社した平成 15 年当時は経営状況が

極めて厳しかったため、同年４月以降、全従業員の標準報酬月額を９万

8,000円として届け出て、これに見合う厚生年金保険料を給与から控除して

いたが、18 年３月にＢ社会保険事務所（当時）による調査を受けた際に、

実態に即した標準報酬月額に戻すように指導されたため、従業員の標準報酬

月額を、17年の算定基礎届（平成 17年９月）までさかのぼって訂正する旨

の届出を行った。当該訂正期間について同事務所に追加納付した被保険者負

担厚生年金保険料（被保険者の給与から既に控除していた厚生年金保険料と

の差額）については、本人からは徴収しておらず、全額当社が負担した。」

と回答している。 

５ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間においてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2810 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 32年４月１日から 36年４月１日まで 

昭和 32年３月に中学校を卒業後、同年４月からＡ社Ｂ工場に勤務し、40

年４月末まで同工場に勤務していたが、臨時社員であった申立期間について

厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、及びＡ社Ｂ工場の健康保険厚生年金保険事業所別

被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）により、申立期間において同

社同工場で厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる複数の者の供

述から判断すると、申立人が、申立期間において同社Ｂ工場に勤務していたこ

とは認められる。 

しかしながら、Ａ社に照会したところ、当時の資料は廃棄済みであるため、

申立人に係る厚生年金保険の適用状況について確認することはできなかった。 

また、申立人は当該事業所で一緒に勤務していた同僚の氏名を記憶していな

いことから、これらの者から申立人に係る厚生年金保険の適用状況について確

認することはできない。 

さらに、当該事業所の被保険者名簿により、申立期間前後に当該事業所で厚

生年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認された者

27人に照会したところ、回答が得られた 18人のうち、採用時は臨時社員であ

ったと供述する者 10人については、いずれも、自身が記憶する入社時期から、

４か月後から５年４か月後に厚生年金保険の被保険者資格を取得したことが

確認できるほか、このうち８人は、いずれも「臨時社員であった期間は厚生年



金保険に加入することができず、正社員になってから同保険に加入した。」と

供述しているとともに、当該８人が供述する自身が正社員となった時期は、い

ずれも厚生年金保険の被保険者資格を取得した時期とほぼ合致する上、これら

の者から同保険の被保険者資格を取得する前の期間において厚生年金保険料

が給与から控除されていたことをうかがわせる供述は得られなかった。 

加えて、当該回答者 18 人のうち、採用時から正社員であったと供述する８

人のうち２人は、「当時、臨時社員は厚生年金保険に加入させていなかった。」

と供述しているほか、当該８人のうち６人については、当該事業所の被保険者

名簿によると、いずれも自身が記憶する入社時期から２か月後に厚生年金保険

の被保険者資格を取得したことが確認できるとともに、このうち５人は、「正

社員であっても、採用後２か月間は研修期間であり、厚生年金保険には加入し

ていなかった。」と供述している上、これらの者からも同保険の被保険者資格

を取得する前の期間において厚生年金保険料が給与から控除されていたこと

をうかがわせる供述は得られなかった。 

その上、Ｃ健康保険組合に照会したものの、「申立人は平成 13 年９月 30 日

まで当組合の組合員であったが、申立期間当時の資料は廃棄済みである上、組

合員が転勤するごとに保険証記号番号が変更となっているため、申立人が当初

組合員となった日も不明である。」と回答しており、申立人の主張を裏付ける

資料や供述は得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2811 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17年生 

        住    所  ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年４月から 37年２月１日まで 

             ② 昭和 42年６月から 44年２月１日まで 

             ③ 昭和 50年１月から同年４月 21日まで 

申立期間①については、Ａ市のＢ社に勤務していたが、厚生年金保険の加

入記録が無い。申立期間②については、昭和 42 年６月に、Ｃ社に勤務した

が、同社での厚生年金保険の加入記録が 44 年２月１日からとなっている。

申立期間③については、それまで勤務していた会社が倒産し、50 年１月か

らＤ社に勤務したが、厚生年金保険に未加入となっている。いずれの期間も

健康保険に加入することを入社の条件としていたので、厚生年金保険にも加

入していたはずである。各申立期間について厚生年金保険の被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が主張する「Ｂ社」は、オンライン記録にお

いて厚生年金保険適用事業所としての記録が無く、申立人も、同社の代表者

及び同僚の名前を記憶していないことから申立人の勤務の実態及び厚生年

金保険の適用状況を確認することができない。 

また、申立人が当該事業所が所在したとするＡ市の商工会議所は、「Ａ市

Ｅ町にあったＦ商業施設の中にＢ社はあったようだが、昭和 40 年代にはＦ

商業施設は閉鎖してしまい、Ｂ社が法人会社であったか個人会社であったか、

また、その事業主についても不明である。」と回答しており、当該事業所に

ついて確認できない。 

さらに、申立人が申立期間①当時にＢ社から出向していたと供述している

Ｇ社の代表者は、「当時の代表者は既に死亡しており、私は申立人について



の記憶がなく、Ｂ社のことも知らない。」と供述している上、申立人がＧ社

で一緒に働いていたとする同僚についても、名前及び生年月日ともに不明確

なことから確認できない。 

２ 申立期間②について、複数の同僚の供述から、期間は特定できないものの

申立人がＣ社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ｃ社は、平成 16年 12月１日に厚生年金保険の適用事業所

に該当しなくなっている上、当時の事業主は既に死亡していることから、申

立人の申立期間②に係る勤務状況及び厚生年金保険の加入状況について確

認できない。 

また、申立人が名前を挙げた同僚４人とオンライン記録により申立期間②

に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できた 15 人の計

19 人に照会したところ、13 人から回答を得られたが、いずれの者からも申

立人が申立期間②において厚生年金保険料を控除されていたことに関する

具体的な供述を得ることができなかった。 

さらに、Ｃ社の厚生年金保険被保険者原票において、申立期間②に申立人

の名前は確認できず、一方、整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録

が欠落したものとは考え難い上、申立人の同社に係る雇用保険の加入記録と

オンライン記録の厚生年金保険の被保険者の資格取得日は合致している。 

加えて、申立人が申立期間②において厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、

同保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

  ３ 申立期間③について、複数の同僚の供述から、期間は特定できないものの

申立人がＤ社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ｄ社は、昭和 62年６月 16日付けで厚生年金保険の適用事

業所に該当しなくなっており、申立期間③当時の事業主も既に死亡している

ことから、申立人の申立期間③に係る勤務状況、厚生年金保険の加入状況に

ついて確認できない。 

また、申立人が同僚として名前を挙げた５人、オンライン記録より申立期

間③において厚生年金保険の被保険者資格を取得していたことが確認でき

る者５人の計 10 人に照会したところ、６人から回答を得たられが、全員が

「申立人の入社時期については記憶していない。」と供述している。 

    さらに、申立人のＤ社に係る雇用保険の加入記録とオンライン記録の厚生

年金保険の被保険者の資格取得日が合致しており、申立期間③における申立

人の勤務状況は確認できない。 

 加えて、申立人が申立期間③において厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、

同保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

４ このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の給与から



の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として各申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2812 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等：  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年４月１日から 33年１月９日まで 

  昭和 32 年４月に大学を卒業後、Ａ社に勤務したが、厚生年金保険の加入

記録では、33 年１月９日から被保険者になっている。申立期間は給与から

厚生年金保険料が控除されていたと記憶しているので、厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社(後のＢ社)は、オンライン記録により昭和 33年 11月 25日に厚生年金

保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確認できる上、当時の事業主

も所在が不明であるため、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険

の適用状況について確認できない。 

また、申立人が名前を挙げ生存及び所在が判明した同僚４人及びオンライン

記録から申立期間に当該事業所において厚生年金保険の被保険者記録が確認

できる同僚 17 人の計 21 人に照会したところ、15 人から回答が得られ、その

うちの 14人が「申立期間に申立人と一緒に勤務したことはない。」と供述して

おり、他の一人は、「申立人は、昭和 32年４月から当該事業所で勤務していた

ように思う。」と供述しているものの、当該同僚は申立期間に勤務していない

ことから、これを裏付ける周辺事情は見当たらない。 

さらに、Ｂ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申立期間

において申立人の名前は記載されていない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、同保険

料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき



る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2813 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 27年生 

        住    所  ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年４月から 46年２月１日まで 

② 昭和 48年２月 27日から 49年４月１日まで 

    ４年間、Ａ社に継続して勤務することを条件に、同社に大学の入学金を支

払ってもらった。大学は１年留年したが、約束どおり在学中の４年間は継続

して勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の加入記録が途中の 24 か

月しかないのはおかしいので、両申立期間について厚生年金保険に加入して

いたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、申立

期間①においてＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所に照会したところ、「申立期間①当時の関係資

料は既に処分済みのため、申立人の申立期間①当時の勤務状況及び厚生年金

保険の適用状況等については不明である。」と回答していることから、申立

期間①における申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確

認することができない。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとして名前を挙げた同僚

４人については、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では

名前が確認できない上、そのうちの一人は、「私は、昭和 45年４月から１年

間勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が無い。多分、学生時代のアル

バイトであったので、会社が厚生年金保険の加入手続を取らなかったのでは

ないかと思う。」と供述しており、当該事業所では、勤務している者全員に

ついて厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったものと考えられる。 

さらに、オンライン記録から、申立期間①当時、当該事業所において厚生



年金保険の加入記録が確認でき、生存及び所在が判明した同僚 11 人に照会

したところ、４人から回答が得られたが、そのうちの一人は「申立人が勤務

期間のうち、一部期間について厚生年金保険に加入していなかったのは、多

分、最初はアルバイトとして勤務していたからで、その後何らかの理由で厚

生年金保険に加入することになったのではないかと思う。」と供述しており、

申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことをう

かがわせる供述を得られなかった。 

  ２ 申立期間②について、複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、申立

期間②においてＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所に照会したところ「申立期間②当時の関係資料

は既に処分済みのため、申立人の申立期間②当時の勤務状況等について不明

である。」と回答していることから、申立期間②における申立人の勤務実態

及び厚生年金保険の適用状況について確認することができない。 

  また、オンライン記録により申立期間②において当該事業所で厚生年金保

険の被保険者資格が確認できる前記の同僚４人からは、申立人が申立期間②

において厚生年金保険に加入していたことに関する具体的な供述を得るこ

とができなかった。 

なお、申立人が「４年間継続して勤務することを条件に、会社に入学金を

支払ってもらったのだから、途中で退職することはなかった。」と主張して

いるところ、申立期間当時の事業主は、「入学金を支払うということは考え

られない。」と供述している。   

  ３ 申立期間①及び②について、申立人の当該事業所における雇用保険の加入

記録が確認できない上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、同保

険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

    このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2814 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年８月１日から 31年２月 28日まで 

申立期間においてＡ社で勤務していたが、厚生年金保険の被保険者の記録

が無い。 

厚生年金保険料控除の事実を確認できる資料等は無いが、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の具体的な供述により、入退社日の特定はできないが、申立人が申立

期間にＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人が勤務していたと主張するＡ社は、オンライン記録に

より昭和 59 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている

ことが確認できる上、商業登記簿謄本により平成８年６月１日に解散している

ことが確認できるとともに、申立期間当時の事業主も既に死亡していることか

ら、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況を確認できない。 

また、申立期間当時、Ａ社の取締役であった、当該事業所の当時の事業主

の妻に照会したところ、同人は「私が昭和 30年に嫁に来た時には申立人は居

なかった。」と供述している。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚は、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿において、厚生年金保険の被保険者記録が確認できない上、オ

ンライン記録では、当該事業所において昭和 37年以降に厚生年金保険の被保

険者資格を取得した者の記録しか確認できないため、申立期間当時の同僚に

照会ができず、申立人の申立てに係る事実を確認することができない。 

加えて、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の

名前は無く、一方、整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落した



ものとは考え難い。 

その上、申立人が申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、同保

険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


